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組織間関連視点からの地域スポーツシステムヘのアプローチ

飯　田　義 明・森　岡　理 右・松　本　光　弘

An　Approach　to　the　Commm趾y　Sport　from　the　View　Point　of
　　　　　　　　　Interorganization凱1Re1ationships

IIDA　Yoshiaki，MORIOKA　Ryu　and　MATSUMOTO　Mitsuhiro

　　The　purposes　of　this　study　are　to　describe　one　approach　using　Interorganizationa1Re－

1ationships　Theory，and　to　report　a　case　of　Community　Sport　in　Ichihara　City，Community

Sport　C1ub　is　dependent　on　community，company，and1oca1govermment．In　this　studay，these

re1ationships　were　examined　rhrough　one　approach，there　are　many　sort　of　approaches，of　In－

terorganizationa1Re1ationships　Theory．Especia11y　Resource　Dependence　Perspective　is　used

on　so㎜e　recent　study，but　I　tried　to　do　Co11ective　Strategy　perspective．Through　this

approach，the　fo11owing　two　issues　are　examined．How　are　the　re1ationships1inked　with？

What　is　a　pimary　factor　to　maintain　network．

　　The　fo11owing　resu1ts　were　obtained：

　　（1）The　network　among　community，company　and，govermment　is　not　vertica1and　tight

　　　　but　f1at　and1oose．

　　（2）　The　factor　is　not　on1y　economica1reason　but　a1so　trust　and　co－operation．

Key　woras：Community　sport，Interorganizationa1reIationships，Co－operation

1．間題意識

　国民が経済的な豊かさのみでなく，社会的な豊

かさを求めるようになってきた現在，自由時問の

拡大とともに生涯学習の必要性，充実した生涯の

過ごし方が問われるようになってきた。

　これに伴って，文部省は振興事業として「スポー

ツクラブ連合」構想を推進した。スポーツクラブ

連合は，チーム型のクラブの増加に伴う活動施設

や財源の確保といった諸問題に対応するととも

に，地域スポーツ全体の効率化や活性化といった

期待があった。そこで，行政主導によって学校施

設を利用するスポーツクラブを地域ごとに組織し

たが，活動内容は施設の利用調整や事務連絡が中

心となり，連合に加盟する各クラブの利益を保証

するためのみの機関として機能するしかなかっ

た29）。そのため，当初目的とした地域スポーツ

振興をコミュニティとの関係のなかに位置づけよ

うとした試みは，行政の施設管理という側面のみ

が顕著となり，大きな成果を上げることはできな

かった。

　その後平成7年度から「総合型地域スポーツク

ラブ育成モデル事業」という補助事業を発足させ，

市町村における地域メポーツクラブの総合化を推

進する施策を打ち出した。これは中学校区程度の

地域のなかで，多様なスポーツ種目と様々な参加

者層のクラブが交流することを意図している。し

かし，この事業も基本的には，連合クラブと同様

な問題点を内在していたと言える。この問題点と

は，コミュニティ形成を強調するあまりに，運営・

組織活動全般を地域住民に委ねるため，住民の負

担は大変大きくなってしまう。住民は，スポーツ

を楽しむためにクラブに参加しており，それ以上

の活動を負担するには期が熟していないと考えら

れる。
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　更に週休2日制が導入され，社会問題として自

由時間に対する社会的インフラとしての学校施設

の有効利用が注目されてきた。この現状を踏まえ

「コミュニティスクール」という概念を基礎とし，

地域社会再編をネットワーキング論に手がかりを

求めてアプローチをし，問題解決を図る方法論を

模索する研究も行われている28）。しかし，その

結果としての現状は理想的なものとはなっていな

いようである。

　しかしこのような文部省の事業とは別に，各自

治体はコミュニティ形成にスポーツが有用である

という前提において，コミュニティ・スポーツを

各地域で展開してきた。

　このコミュニテイスポーツ研究にっいては松村

が詳細に検討している。それによると，「人間性

の回復」，「コミュニティ形成」一といった課題と期

待をもって登場した「コミュニテイ・スポーツ」

論であったが，コミュニティ形成への機能検証を

抜きにした「スポーツ振興」のための組織研究，

活動の実態報告であったとしている。また，コミュ

ニティの形成，維持，更なる発展のためには，地

域住民の内発的成熟と努力が必要であり，外発的

導入の問題とその形成・維持の難しさを指摘して
いる12）。

　これらのことより，文部省や各白治体が推進し

てきたこれらの政策は，現状としては有効に機能

を果たしてきているとは言えないであろう。

　旧来からのスポーツ政策に問題を提起したのが

1993年に開幕したJリーグである。そこには，J

リーグ設立趣旨の「スポーツ文化の確立」・「ホー

ムタウン制」の考え方を受けて自治省，国土庁，

建設省でもスポーツ振興，スポーツを通じた地域

活性化，環境整備について本格的な検討が開始さ

れた。自治省では，各白治体の事例を踏まえなが

ら，「スポーツ振興と地域づくりに関する施策の

あり方」をまとめ，スポーツを通じた町づくりを

目指す自治体に対し，具体的な指導を行っている。

国土庁では，スポーツを通じたまちづくりの現状

や問題点などの実態を調査し，今後の都市環境，

施設の整備を検討している。建設省では，都市公

園におけるサッカー競技場とその管理運営に関す

る研究会で審議を重ねて，「都市公園におけるサッ

カー場の施設水準と対応する施設内容」を設けた。

これに伴い，都市の規模や置かれている現在の状

況に応じて，一つの公園内に多種目の競技場を設

置できるようになった。このように，各省庁で，

スポーツを含めた生活環境の充実について様々な

取り組みが行われ，スポーツ環境の改善に取り組

んでいる8）。これらのことより，これまで文部省

が単独で振興してきた「スポーツ政策」は，複数

の行政組織が取り組むようになり，「スポーツ政

策」自体に変化があらわれるようになってきたと

いえる。

　地域スポーツシステムの研究において，武隈は

欧米を中心としたスポーツ組織の研究をレビュー

し；日本におけるスポーツ組織研究の低調さ，特

に実証的研究は欧米に比べて著しく遅れているこ

とを指摘している19）。日本におけるスポーツ組

織研究において，これまで行政組織を対象にした

研究の具体的な事例は，教育委員会の一部組織や

体育指導委員会組織など単一の組織を扱っていた

もののみであった。そのためスポーツ組織そのも

のを研究対象とする，経営学で行われるような「組

織論」的研究は殆ど見受けられない。しかし近年，

硬直的な行政組織のスポーツ事業は，人的資源，

物的資源，財務的資源，情報的資源の各部局にお

ける重複などに伴い非効率的であり，週休2日制

に伴う地域社会からのスポーツ活動の「場」の要

請に対応しきれていない。そのような状況を背景

として，個体組織を問題とするのではなく，組織

問の関係にスポーツ組織研究の焦点をあてたとい

う意味において，また，その問題点を解決する方

法論として組織間関係論は注目されてきた28’30）。

　このような問題意識から本研究における視点

は，従来からあるスポーツ・コミュニティを再構

築するための位置づけではなく，地域・企業・行

政との異業種組織間の緩やかな結合による新たな

スポーツクラブの構築を目指したものである。そ

こで現在，市原市で展開されている「市原クラブ」

という新たな地域スポーツクラブの運営を事例と

して，スポーツ組織の地域社会における「場」の

構成を調査した。そして，行政・地域・企業の独

自の利益のみを考慮するのではなく，各々が有機

的に繋がることにより，地域社会に「共生」する

一つの組織体としてのスポーツクラブ構造の形

成・維持形態を明らかとし，行政内での組織間関

係のみではなく，異業種組織との複数の関係に着

目するという新しい組織問関係論の視点から検討

することを目的としている。
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2．組織間関係の検討

1）組織問関係論の概要
　現代社会は’「組織」の時代であるといわれるく

らい，各個人は「組織」に所属をしながら生活を

している。しかしこの「組織」とは，ある一つの

「組織」が単独で社会の動きを規定していくので

はなく，「組織」と「組織」の結びつきや調整に

より，社会により有機的な結合体としての影響を

与えることができるものであると考えられる。

「組織」が現在多くのことを意味する中で，社会

においては主に，支配的組織である企業を指す。

この意味での「組織」を主たる対象とする経営学

においても，一組織内の検討をされてきた時代か

ら，新たな観点に立った理論構築を求める方向へ

と変化している。このような時代背景からも「組

織問関係論」は注目を集めてきていることがわか

る。

　また，社会学との関係においても塩原は，組織

研究の重婁性を過去の実績と将来の必要性から指

摘している。特に，社会の場としての組織連閏注1）

の必要性があるが故に，研究領域としてその重要

性が認識されてきた17）。例えば，組織間に視点

を置いた研究は，地域社会研究や社会運動論の領

域でも行われてきている。蓮見は，伝統的地域社

会の動揺などから地域社会の住民組織が大きな変

化を蒙りつつも，全体としてみると相対的にその

重要性を高めてきていると指摘し，今日の地域社

会研究のもっとも重要な課題として，住民の成

熟・展開の条件・形態・可能性・展望等を明らか

にすることをあげ，これらを分析するにあたり，

組織連関論の理論的視角を導入しているユo）。ま

た，今日的問題として地域開発，企業・政府問の

協力，’支援，共生のあり方も問われている。須田

は，．機構の＜分節＞構想という考え方から，市民

社会の構成を政府・企業・市民という三分法によ

り提示しており，各機構の相互関係の重要性を強

調している18）。

　以上のように，経営学や社会学における組織問

関係論の視点での分析の必要性は明らかである。

その組織間関係論は，組織それ自体を分析するの

ではなく，それらをとりまく環境一他組織とを関

連づけた「組織一環境関係分析」の重要性と結び

ついて生成・発展してきたといえる20）。組織問

関係論は，1961年のLevine　andWhiteの研究に

よってその領域の必要性を明らかにされたといえ

る21）。彼らは，コミュニティにおける保険福祉

機関の研究において，組織間関係は資源の稀少性

を前提として成立しているものとして，「理論的

には，すべての必要要素が無限に供給されるなら

ば，組織相互作用も，理念としての共同への同意

も殆ど必要ない」と組織問関係の生成・維持につ’

いての組織問交換の重要性を明確に示唆した9）。

その後，社会的要請のなか，多種多様の組織問シ

ステムが研究され，その結果，いくつかの有効な

パースペクテイブやモデルが各々に提示されてき

た。そこで，本研究に適応しうるパースペクテイ

ブやモデルを検討する必要がある。

2）組織間関係のパースペクティブの検討

　組織間関係論の歴史は多様なパースペクテイブ

の歴史としても捉えることができる。山倉は，さ

まざまなパースペクティブを検討した結果，大き

く8つに分類している。しかしながら，これらの

分化されてきた各パースペクティブは統合の方向

へと進んでいった。8つのパースペクテイブのな

かで，組織問関係論の支配的パースペクティブと

して提唱されたのが「資源依存パースペクテイブ」

であった21）。赤岡は，協調型の関係分析に宥効

な「交換パースペクティブ」とコンフリクト型の

関係に有効な「権力依存パースペクティブ」を統

合したA1drichを「資源依存パースペクティブ」

の統合者としている1）。しかし，山倉はA1drichが，

ダーウィンの自然淘汰の発想に基礎をおいた

Popu1ation　Eco1ogy　Paradigmのような環境決定論

的立場であるがゆえに「資源依存パースペクティ

ブ」の統合者とはしていない22）。これは，「資源

依存パースペクティブ」を環境制約的要因として

考えるのではなく，基本的に組織が操作可能なも

のとし，環境に対して働きかけていくという立場

だとしたものである。また，Fomb．unの「資源

依存パースペクティブ」は，組織の環境操作を重

視した自由意志決定論に基づいた考え方である3）

とした立場に従っているといえる。　このような

ことからThompson等の研究を発展させた，Pfef－

fer　and　Sa1ancikが「資源依存パースペクテイブ」

の創始者と位置付けている22）。

　基本的にこのパースペクティブの特徴は，組織

が存続するためには，外部環境から，諸資源を獲

得・処分しなければならないということである。

そのため，組織は決して自已充足的な存在ではな

く，環境に対して開かれたシステムであり，環境
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との関わりなしでは存在できないとしている。つ．

まり，「資源依存パースペクティブ」は，組織問

関係や組織内部を分析するためだけでなく，ネッ

トワーク分析と結びつき，社会を組織間システム

あるいは組織間ネットワークとして捉えることに

よって，実質的に社会と組織の橋渡しを行う社会

理論を構築する可能性もあるといえる。

　八代は，地域スポーツの組織研究においてこの

組織問関係論を導入し，その援用可能性について

の検討を行い，現実的な課題解決の方法としての

必要を述べている。特に，スポーツ経営の立場か

ら行政組織内における重複のない経営資源の有効

活用方法とその関係を「資源依存パースペクティ

ブ」の視点から論じている。また，行政組織と外

部組織との関係については，行政組織内関係とは

目標が異なり，資源依存関係の意図と性質も異な

ることや，それまでの事例がないことから試論的

に述べているにとどまっている30）。また，地域

スポーツ振興政策における行政組織内のパワー関

係に注目をした研究として中尾があげられる13）。

　しかし組織間関係論は1970年代後半に本格的な

展開を遂げるとともに定着したかに見えたが，

1980年代に入ってから他組織との関係のみの範囲

にとどまらず，産業組織論，社会運動論，コミュ

ニティ論などへと徐々に適用範囲の射程を拡大し

た。そのため「資源依存パースペクティブ」では，

捉えることのできない問題点も明らかになってき

ており，新たなパースペクティブの出現が必要と

なった。その要請に対して，「資源依存パースペ

クテイブ」の問題点を克服した，「共同戦略パー

スペクテイブ」がAstIeyandFombrunによって
提唱された23）。

　このパースペクテイブは，組織の集合レベルに

おける共同行動や共同適応に焦点をあてているた

め，「資源依存パースペクティブ」で強調された，

依存やパワーの関係ではなく，相互依存，交渉，

妥協，共生という概念により成立している。つま

り，個別組織の観点から組織間関係を取り扱うの

ではなく，複数の組織から一なる組織の集合体の行

動・戦略・構造に注目している。それゆえ，組織

間の共同・共生・協力を重視しており，異なった

利害と価値を持つ組織がいかに政治的にかつ社会

的に形成されていくかを間うパースペクティブで

ある。この分析のフレームワークとしてAst1ey

and　Fombrunは2つの軸を提示している24）。（1）

組織問の相互依存性の性質，すなわち，同種組織

問であるか異種組織間であるか。（2）組織間の結

びつきが直接的であるか，間接的であるか。これ

を図示すると図ユのようになる。すなわち，「協

同戦略パースペクティブ」は，地域，行政，企業

などがお互いに各組織における利益を越えて，目

的の異なったつながりを指示するものであり，共

通の理念をもった組織体を理想とするものである

といえる。図1のように集積型，同盟型，接合型，

有機型の4つの型が存在するが，有機型は異なっ

た産業間の間接的相互依存性に対処するための関

係であり，産業を媒介する機能を担うネットワー

ク組織や制度化された規範構造であるといえる。

このようなつながりは，「資源依存パースペクテイ

ブ」の資源交換・依存関係を中心とする考えかた

を越えるものである。つまり，組織と組織との間

には，モノ・カネ・ヒトを媒介する関係に限られ

るのではなく，信頼関係や共有された価値観によ

りつながっているといえ，その意味でもこのバー

スペクテイブは，この価値観や規範が形成・維持

されるといった，成熟化の進展によって生じてい

るさまざまな閉塞状況を打破するための有効な視’

点を持ったものであるといえる。ここでも，「資

源依存パースペクティブ」では解決することがで

きなかった問題点に何らかの解答を導き出したと

いえる。ただし，AstleyandVandeVenによる

と「協同戦略パースペクティブ」もマクロレベル

に立ったDeterministicの立場ではなくVo1untar－

iStiCな立場での視点であり，この点においては

「資源依存パースペクティブ」と同様な立場であ

問接的

同業種

異業種

直接的

図1　Astley　and　Fombrumによる分析フレーム
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るといえる2）。

　本研究の目的は，新たな地域スポーツシステム

が形成・維持されるためにどのような関係が必要

であるかを検討することである。しかし，各組織

のつながりは異業種間であり，その各組織の目的

は異なっている。そのため，これまでのような資

源依存関係やパワー依存関係の観点に視点を置く

検討方法では，地域社会により良い共生の「場」

としてのスポーツシステムの成立の検討をするこ

とには問題点が多い。その検討をするためには「協

同戦略パースペクティブ」が適していると考えら

れる。そこで，本研究においては，この概念を基

本的な視点として方法を検討する。

3）組織間モデルの検討

　組織間関係を解明するためには，その組織間モ

デルという概念が重要である。組織間モデルは「組

織と組織との関係において，パターン化した安定

した側面であり，緩慢に変化する側面」であり，

組織間の分化と統合の仕組みとして捉えたい25）。

言葉を代えると，組織問関係のネットワークが安

定していくことである。

　赤岡は，モデルを（！）2組織モデル，（2）組織集

合モデル，（3）集合活動モデルおよび組織間連合

モデル，（4）ネットワーク・モデルの4つに分類

をした。2組織モデルについては単純に対抗関係

を説明したものであり，組織集合モデルは，分析

対象とする焦点組織を決定し，その視点からイン

プット組織とアウトプット組織の役割を説明した

ものである1）。Laumamはこのような特定組織と

他組織という焦点のあわせかたを「エゴセント

リック・ネットワーク」と称している9）。このモ

デルの問題点は，焦点組織の行動分析に重点がお

かれ，組織間システムそれ自体の分析が軽視され

ており，その組織間関係の形成理由については取

り上げていない。集合活動および組織間連合モデ

ルは，特定の焦点組織を中心に考えるのではなく，

諸組織間のシステムそれ自体を分析対象としてい

る。その意味においては，ネットワーク・モデル

との分析視点は同様であるといえる。しかし（3）

は1つのまとまった組織として行動するが，（4）

は一定の目的をもつ連合を形成しているとは限ら

ない。それゆえ（3）のネットワークの特徴として

は，一定の条件の下で目的を持った，組織間連合

あるいは活動集合を形成することである。このよ

うな特定組織に焦点を当てず，諸組織のあらゆる

組み合わせからなるものとして組織連関関係を把

握する「トータル・ネットワーク」の研究の重要

性は増しつつある。こうした研究は組織経営の問

題を中心とする狭義の組織論の枠にはもはや収ま

らず，諸組織を組み込む社会の問題に，より適用

しやすくなった1ユ）。組織問関係・ネットワーク

に概念をおいた研究は多くは行われていないが，

近年になって徐々にではあるが見受けられるよう

になってきた25’27・28）。

　本研究においては，集合活動モデルおよび組織

間連合モデルの発展型としての「組織の組織」

論注2）という考え方に準じてモデル調査を行う。

この「組織の組織」論は，組織集合体の「組織化」

を取り扱う領域であり，組織の集合体（CO11eCtiVity

of　organizati㎝s）を分析単位とし，その組織化に

分析の焦点をあてる。そのことより，Ast1ey　and

Van　de　Venが提示した組織とマネージメントの

4つの局面におけるマクロレベルに位置するCo1．

1eCtiVe　aCtiOn　VieWに基づく考え方といえる2）。し

たがって，多数の組織がいかに一定の意志のもと

に調整されるか，いかなる調整の仕組みを形成す

るかを分析する。つまり，「協同戦略パースペク

テイブ」の視点から，組織問の形成・維持におい

ての関係に注目することになる。特に，組織間の

対立や競争よりも，組織問の協力や協調が重視さ

れるため，組織内部ではなく組織と組織との聞で

形成される文化の理解も必要とされ，価値共有の

組織間モデルを念頭に置いて議論の展開をしなけ

ればならない。

3．新たな地域スポーツクラブ形成の試み（市原

　　市の事例）

I）市原市のスポーツクラブ設立の概要

　平成4年5月20日に市原市がJリーグのクラブ

を誘致することを決定する。市原市議会に於いて

は，全てが順調に進んだわけではなかった。昭和

38年に誕生した市原市には，市のシンボルになる

ようなものが何もなく，知名度一も低かった。そこ

で市長である小出氏の決断において誘致が決定し

た。

　その後Jリーグの1クラブとして始動したジェ

フ市原は，平成6年3月，ホームタウン推進事業

の一環として「市原スポーツクラブ」を発足させ

た。市原スポーツクラブの目的は，地域のスポー

ツ振興の拠点化を図り，市民の生涯スポーツ振興
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を推進することであった。このクラブはアマチュ

アの社会人サッカーチームとして，1、種（社会人）

からスタートし，子供から大人までのサッカーク

ラブヘとステップアップさせ，将来的にはこのク

ラブ活動を母体として，本市独自の支援態勢を確

立し，地域に根ざした「市原市型」のスポーツク

ラブヘと育成すること目指していた。このような

ジェフ市原の活動に伴い，市原市は，クラブをバッ

クアップして行くことを決定した。

2）市の政策との関係・管轄部署の変更

　主にJリーグのチームと各白治体の関係の中で

は，施設環境に関連する部分が大きいという傾向

赤あるが，市原市の場合においても，施設に関連

するセクションとして施設管理課・公園管理課と

いうつながりが主たるものであった。市原市役所

にも同様に対応担当の係がある。しかし，たまた

まJリーグのテーム中，最後にホームタウン誘致

が決まったという背景があるので，施設自体が開

幕までぎりざりの予定で改修され，それと同時に

周辺対策を行うという状況の中で，施設担当の課

とクラブの関わりのみでは対応しきれなくなっ

た。また，市原市とジェフ市原との関わりは施設

環境においてのみでなく，教育委員会に生涯学習

部スポーツ振興課という組織があり，こことの関

係も大きい。スポーツ全般を対象とした公的団体

として，日本体育協会，県協会をはじめと’して市

原市体育協会もあり，そうした組織団体について

はスポーツ振興課の所管になる。

　従来の組織システムでは官僚機構独特の縦型の

意思伝達組織のため，クラブ側としては公園管理

課と教育委員会という両組織問における調整が行

いにくいという側面があった。また，教育として

の範岡壽にあるアマスポーツの振興とJリーグとい

うプロスポーツヘの参加ということが，同じセク

ション内では行いにくいということもあり，市原

市では県立スタジアムの話が正式にスタートした

のと併せて，より一層サッカーの振興を強力に進

める組織が必要であろうという市長の判断のも

と，平成6年4月1日より，企画部にサッカー対

策室というセクションが設立された。企画部とい

うセクションは，庁内での総合調整的な役割を

持っているため，サッカーに関わることについて

はサッカー対策室が中心となり調整を行うことに

なった。平成8年4月からは，名称を新たにサッ

カー推進室に改められた。これによって，いまま

で市役所内において役割が重複したり，管轄の違

いによって起こってきた問題を解決することと

なった。

　基本的に市の役割として地域住民に対しての広

報活動，施設の提供・管理と企業・クラブとの調

整機能があげられる。市は，推進計画の一環とし

て，市原市（芝生スポーツ広場整備），八幡地区公

園（ユ995～ユ997年），姉崎サッカー場（1996年），八

幡サッカー場（1998年），養老川臨海公園（隣接未

使用地1997年），千原台地区公園（1996年～1998

年・住宅都市整備公団が施工）の5カ所のグラウ

ンドの改修工事を計画，推進している5）。

　サッカー推進室では，「サッカー」というスポー

ツが市原市民に与えたものは，大きな「夢」と「感

動」であり，市民は生活の幅を格段に広げること

ができたとしている。そして，今やジェフ市原は

市民にとって，共感できる都市の魅力の核，いわ

ば「心のランドマーク」となっている。これは，

Jリーグが掲げた「地域に根ざしたホームタウン

制によるスポーツ文化の育成」ξいう理念に沿っ

ており，「理念」を地域社会のなかに実現するた

めの取り組みであるといえる。そこでホームタウ

ン推進計画では，「サッカーを核としたスポーツ

先進都市」としての市原市のイメージを描いてお

り，ホームタウン化を進めるにあたって，市に求

められている課題について整理するとともに，そ

の具現化に向けての施策に重点をおき，活動をお

こなっている4）。このホームタウン化を推進する

にあたっての大きな流れは以下のようになってい

る。

　（1）サッカーは市原市の「アイデンテイテイー」

　　　化

　（2）ホームタウンが目指す「スポーツ先進都市」

　　　のイメージ化

　（3）スポーツクラブから生まれる豊かなスポー

　　　ツ文化の考え方

　（4）「サッカーを核としたスポーツ先進都市」

　　　の推進体制

　市は施設面について整備されるまでは，市原ス

ポーツクラブに施設利用の優遇措置を行い，広報

媒体を通じて，市民および企業にスポーツクラブ

活動が浸透するように努めている。

　企業において施設開放は，地域社会への貢献で

はあるが，ジェフ市原が借りることは特定の団体

が借りることとなり，問題があるため，市原市が
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り，クラブ員に対して年会費として3000円，月会．

費として3000円を徴収するようになった。また，

遠征などの負担も自己負担とするようになった。

将来的には市民の参加，企業の運営支援，市原市

の施設整備等による支援を受けて継続していける

方向を検討中である。

　現段階の市原スポーツクラブの体制は，選手が

27，8名であり，スタッフは監督，コーチ，主務

の三名である。練習場所は2カ所の企業グランド

と市内グランドは市営の八幡サッカー場を使用し

て行われている。

4）企業との関係

　三井石油，コスモ石油，日本合成ゴムと古河物

流センター体育館の4社の所有施設を借用してい

る。市原スポーツクラブは市原市のクラブという

ことで，地域貢献になるので4社はグランドを貸

与している。いずれもグランド使用料は無料で

あった。特に練習が社会人ということや平日に行

われるという．こともあり，ナイターであるがこれ

についても無料である。地域企業はこのクラブに

対して行う活動は，地域住民に還元するというあ

る意味でのフィランソロピー活動という名目でグ

ランド施設などの開放を行っていた。契約形態は，

市原市のスポーツクラブであるという理由から，

市原市と契約をしている。

　また，企業との関係においても現在は，2社が

施設を無料で開放しているが，この状況も安定し

たものとは限らない。実際スタート当時は4社が

施設を無料で提供していたが，企業側の事情でそ

の土地が売却せざるを得なくなったことや，開放

時間が調整できず使用条件に折り合いがつかなく

なるなどにより，現在では2社になっている。

　このような状況を考えると，、施設的な面におい

てはまだ提供を行えるようであるが，運営に対す

る資金援助は，まだ行われる見通しはない。ここ

で問題になることは，企業も新しい時代に向けて

確かに，経済的存在から社会的存在として共生し

ていかなければならない！5）ことである。その一

環として企業の施設開放としては積極的に協力を

するが，基本的には社会の経済状況カ｛大きく影響

を及ぼすため，その活動は常に不安定なものとな

らざるをえないのは事実である。

　このようド企業にとって売り上げや利潤がその

存在基盤として重要なことに異論を挟むものは少

ない。しかし，良い社会を前提にして初めて良い

企業の存在が可能なことを考えるなら，企業の経

済利潤の確保と同様にその基盤としての社会的関

わりは不可欠である。ただ，企業の経済目的は数

値化しやすく，明示的であるのに対し，社会的関

わりは広範・多様な上，なお暖味な部分が多
い16）。だが，社会的な関わりは企業文化という

視点から長期的に見ると，企業成績に前向きに関

与するという前提より，重要な考え方であるとい

え，本事例からも，企業はそのような立場で活動

しているといえる。

4．まとめと今後の課題

　組織問における，個別組織体の利益を越えたと

ころでの地域スポーツクラブの形成は可能である

といえる。この形成を可能にしたものは，個別組

織体の利益や個別論理を優先したところでのつな

がりではなく，地域社会に共生していく「場」を

形成する牟めの「共通な価値」や「理念的なつな

がり」であったといえる。これは，今までのよう

な資源依存関係やパワー関係という，ヒト・モ

ノ・カネの媒介による資本主義経済的つながりで

はなく，信頼関係や共有された価値や理念による

共生・協調を重視したつながりである。このよう

な観点は，今後の地域社会形成において組織レベ

ルを越えた組織間システム・レベルでの対応の問

題解決における非常に重要な視点を示唆している

といえる。

　市原市の事例を通して分かるように，行政は教

育委員会のスポーツ振興係からサッカー推進室を

独立させることにより，施設環境などの整備に対

して積極的な援助を行っており，企業は社会還元

として優先的にスポーツクラブにグランド開放を一

行うなど，積極的に協調活動を行ってきたといえ

よう。また，ジェフ市原はコーチ等の人的資本や

運営に対して資金的援助を行っている。このこと

は，「市原クラブ」が，市原市役所・地元企業・ジェ

フ市原の異業種間の有機的なつながりによって形

成・維持されていることを示唆している。

　このような異業種間ネットワークとしての組織

と組織との関係が構築される場合，各々の組織問

によるパワー構造や価値の共有が必要であること

がわかる。また，この「ジェフ市原」，「市原市」，

「地元企業」におけるネットワークは基本的に組

織の追求目的が異なるため，垂直型ではなく対等

型ネットワークであり，ルーズな連結であった（図
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3）。組織問の関係における調整については，イ

ンフォーマルな規範が存在するのみであり，特別

に文書化されたルールが存在するわけではない。

そのためこの関係は相互調整型であり，この関係

を維持していくには，信頼性と地域社会のためと

いう共通の目的意識・理念が基底に存在すること

が重要である。このことから組織間に共通の理念

が，組織間の協調関係を形成・維持するための前

提であり，異業種の組織をまとめる統合力として

強調される必要があることが明らかにされた。

　これは各組織の利益よりは，地域のためにとい

う文化的な理念に支えられた考え方が優先された

のではないかと考えられる。これらの地域社会に

対応するための行政機関の白已組織内変革・他組

織との調整機能としての役割，、また企業は地域社

会と共生していくためには社会還元活動を行うな

どの努力があった。つまりこれらの事例は，地域

スポーツシステムの方法論として組織間関係論の

援用が，新たな可能性を持っていることを示唆し．

たといえる。しかしながら，まだ安定的な資金調

達を得られないという行政機関だけでは解決不可

能な点や地域住民へのサッカーの認知不足によ

る，市民主導の内発的活動となりえないなどの点

において，維持・発展過程に関しては，問題点が

あることが明らかとなった。

　今後は，地域の人々が集まる結節点としての施

設にこの地域スポーツクラブがなり，スポーツ活

動を越えた地域住民のつながりを形成する「場」

調整・管理・施設

8一【一ピ、
焔．＼

図3　市原市におけるネットワーク関係

となるように位置づけるべきであろう。また，そ

の機能の更なる発展を継続的に調査し，地域住民

の「生活」という視点を研究に組み入れての検討

は今後の課題である。

注

注ユ）塩原はinterOrganiZatiOnには，「組織間」・という

　　訳語も当てられるとしているが，それは主とし

　　　て2組織間関係を想起させやすいので避けてい

　　　る。また，（i）2組織問の関係，（ii）3以上の

　　組織の諸関係のネットワーク，（iii）上位組織と

　　下位組織との包摂や分裂，支配と対抗，といっ

　　た諸現象を全てカヴァーすることになるため，

　　　「組織間関係分析」という言葉を避け「組織連

　　関分析」という言葉を使う17）。しかし，本研究は，

　　主に社会学的立場ではなく経営的立場であるた

　　め，山倉に従って「組織間関連分析」という言

　　葉を使う。

注2） 「組織の組織」論という言葉は，非常に多義性

を含んだ言葉である。このコンセプトは，高田

保馬氏によって，社会秩序の問題として社会構

造の一環としてとりあげられ，国家および慣習

の問題として展開された。また，コミュニテイ

組織や産業組織の研究も「組織の組織」論の研

究であったと考えられる。これらのことも含め，

本研究は「組織の組織」論を，組織集合体の「組

織化」を取り扱う領域としている。
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